
 
 

 

他資格の例について 
 

１．科目の定め方について 

〇 愛玩動物看護師法（以下「法」という。）では、受験資格を得るため、大学におい

て必要な科目を修めて卒業することを要件としており、当該科目は農林水産大臣及び

環境大臣が指定することとしている。（法第31条第１号） 

〇 法と同様に、試験を受けるためにその課程を修了する必要がある学部等を指定するの

ではなく、修める必要がある科目を指定することとしている言語聴覚士法における科

目の規定は、次のとおり。 

 

○言語聴覚士法（平成九年法律第百三十二号） （抄） 
 

（受験資格） 

第三十三条 試験は、次の各号のいずれかに該当する者でなければ、受けることができない。 

一～三 （略） 

四 学校教育法に基づく大学（短期大学を除く。）又は旧大学令に基づく大学において厚

生労働大臣の指定する科目を修めて卒業した者その他その者に準ずるものとして厚生労

働省令で定める者 

五・六 （略） 

 

○言語聴覚士法第三十三条第四号の規定に基づき厚生労働大臣の指定する科目 

（平成十年八月二十八日厚生省告示第二百二十七号） 
 

言語聴覚士法（平成九年法律第百三十二号）第三十三条第四号の規定に基づき、厚生大臣

の指定する科目を次のとおり定める。 

一 基礎医学（医学総論、解剖学、生理学及び病理学を含む。） 

二 臨床医学（内科学、小児科学、精神医学、リハビリテーション医学、耳鼻咽喉科学、

臨床神経学及び形成外科学を含む。） 

三 臨床歯科医学（口腔外科学を含む。） 

四 音声・言語・聴覚医学（神経系の構造、機能及び病態を含む。） 

五 臨床心理学 

六 生涯発達心理学 

七 学習・認知心理学（心理測定法を含む。） 

八 言語学 

九 音声学 

十 言語発達学 

十一 音響学（聴覚心理学を含む。） 

十二 社会福祉・教育（社会保障制度、リハビリテーション概論及び関係法規を含む。） 

十三 言語聴覚障害学総論（言語聴覚障害診断学を含む。） 

十四 失語・高次脳機能障害学 

十五 言語発達障害学（脳性麻痺及び学習障害を含む。） 

十六 発声発語・嚥えん下障害学（音声障害、構音障害及び吃音を含む。） 

十七 聴覚障害学（小児聴覚障害、成人聴覚障害、聴力検査並びに補聴器及び人工内耳を

含む。） 

十八 臨床実習 
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２．愛玩動物看護師養成所で修得する必要な知識及び技能の定め方について 

〇 法では、受験資格を得るため、農林水産省令・環境省令で定める基準（以下「指定

規則」という。）に適合するものとして都道府県知事が指定した愛玩動物看護師養成

所において、必要な知識及び技能を修得することを要件としている。（法第31条第

２号） 

〇 養成所における教育の内容についても、指定規則で定めることとなる。 

〇 法と同様に、省令で養成所の指定基準を定めることとしている言語聴覚士法における

養成所の指定基準は、次のとおり。 

 

○言語聴覚士法（平成九年法律第百三十二号） （抄） 
 
（受験資格） 

第三十三条 試験は、次の各号のいずれかに該当する者でなければ、受けることができない。 

一 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第九十条第一項の規定により大学に入学

することができる者（この号の規定により文部科学大臣の指定した学校が大学である場

合において、当該大学が同条第二項の規定により当該大学に入学させた者を含む。）そ

の他その者に準ずるものとして厚生労働省令で定める者で、文部科学大臣が指定した学

校又は都道府県知事が指定した言語聴覚士養成所において、三年以上言語聴覚士として

必要な知識及び技能を修得したもの 

二～六 （略） 

 

○言語聴覚士学校養成所指定規則（平成十年文部省・厚生省令第二号） （抄） 
 
（学校及び養成所の指定基準） 

第四条 法第三十三条第一号の学校及び養成所の指定基準は、次のとおりとする。 

一・二 （略） 

三 教育の内容は、別表第一に定めるもの以上であること。 

四～十三 （略） 

２～４ （略） 

 

別表第一（第四条関係） 
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